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Ⅰ．はじめに～問題の所在
グローバル化や情報化等の進展の中で、わが国企業の直面するリスクは一層増大、かつ
多様化している。かかる状況下で、各企業は事業を継続し企業価値を向上させるため、事
業リスク管理を徹底することが求められている。特に、部署・部門にとらわれない社内横
断的にリスク把握・管理できるCROやリスクマネージャーの存在が必要となっている。
事業リスク管理が認知される中、各企業においては経営幹部としてのCROの設置やリ
スクマネージャーの配置が促進され、リスクマネジメント人材に対する需要創出効果が期
待される。また、事業リスク管理を経営の中に明確に取り込み、スピード経営の時代の的
確なリスク管理が実現されることにより企業経営の安定化、企業価値の向上に結びつく。
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さて、昨今、連日のように企業の不祥事が新聞等で報道され、粉飾決算や製品の欠陥性
など問題も多様である。その不正や不祥事に対してリスクマネジメントの重要性が緊急課
題として叫ばれているが、企業がgoing-concernの存在である以上、常にリスクは伴うも
のであり、避けて通ることは不可能である。災害や事故、従業員による不正や不祥事、社
会情勢の変化、経営環境の変化など数え切れないほどである。ただし、その多くは想定さ
れるクライシスであり、組織設計上の問題が大半である。（注１）
企業リスクの背後には新たな可能性が存在し、新たな成長へのチャンスが含まれている。
すべてのリスク要因を洗い出しリスク評価することでリスクの軽減とともに企業成長のた
めの真のリスクマネジメントへのアクションプランを立てることが可能となる。すなわち、
企業倒産や不祥事対策など消極的リスク対策ではなく、攻撃的リスクマネジメントが企業
経営には不可欠の条件である。成長させるための「攻める」リスクマネジメントが重要で
あり、リスクに挑戦しなければ新たな、かつ持続的収益をあげることも不可能となろう。
企業の成長戦略はリスクマネジメント戦略でもある。企業が行う戦略をリスクマネジメ
ントし、その戦略のリスク軽減と成功へ導くことがリスクマネジメントを行う上で重要課
題である。リスクの最適化が最終的には企業価値の向上を促進させることとなる。リスク
マネジメントという戦略経営にはトップマネジメントのリスク感性や決断力、意思決定能
力が問われる。常に不確実性が満ち溢れている中で戦略を行うタイミングが生命線となる。
その意味で、経営環境の不透明性において明確なビジョンと戦略に伴う組織変革がリスク
マネジメントに要求される。次に、ＣＳＲ（社会的責任）が求められる環境下、企業活動
は経済側面だけでなく環境面や社会的な側面への考慮・配慮が大切となっている。適切な
情報開示によりリスクコミュニケーションが有効となり、リスクの回避や軽減へとつなが
る。（注２）
本稿は、戦略的リスクマネジメントを中心課題として保険的なリスクマネジメントでは
なく企業成長戦略の一環としての積極的なリスクマネジメントの必要性を説く。すなわち、
リスクを回避するマネジメントではなく、リスクをコントロールするマネジメントこそ
「リスクマネジメント」の本質的機能であるという基本的立場である。筆者は前稿（本紀
要）（注３）において内部統制という、いわば内部規律に関するリスクマネジメントについて
言及した。そこでは一定の目的をもつ人間集団の基本的組織設計と内部規律に関連させて
リスクマネジメントを論じた。次の段階は、かかる最適な組織統制のあり方という「守り
のリスクマネジメント」思考を越えて、戦略思考の組織設計という「攻めのリスクマネジ
メント」思考を考察してみたい。
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　　　シグマベイスキャピタル社　2007年　　ｐ.284
Ⅱ．危機管理から戦略的リスク管理へ
（１）企業リスクの本質とリスクマネジメント概要
企業リスクの問題は、全社的なリスクマネジメントプログラム（Risk Management
Program）の策定およびその行動基準が重要課題として浮上する。また、企業リスクは現
代企業の活動において文字通り複雑かつ多面的に直面する最優先課題である。リスクは、
最も一般的な意味において「将来の結果や事象に関連する不確実性」と定義できよう。企
業活動の具体的な現象としては「利益・損失またはキャッシュフローにおいて不確実な事
象から生じる予測された変動」（注４）といえるであろう。
企業リスクマネジメント（Enterprise Risk Management：ERM）とは、エリック・バ
ンクス（Erik Banks）によれば、財務リスクと事業リスクの両面から単年および複数年
の行動計画をまとめるプロセスである。（注５）そして、全社的プログラムを通じて検討すべ
き内容は次の図表１となろう。
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リスク・マネジメント（Risk Managemant）とはそもそも何なのか。なぜ企業経営に
とってこの概念が不可欠なのであろうか。その素朴な問からはじめよう。なぜならば、こ
の点を理解しないまま方法論をいくら検討しても、数多の経営技法と同様に右から左に通
り過ぎていくだけで経営者の本当の血肉にならないからである。
P.F.ドラッカーの言葉を借りて言うならば「経営とは、未来への挑戦である」。
すなわち、未来に確実にあるものは不確実だけである。不確実はリスク（risk）の要因
であるハザード（hazard）であり、そこからリスク（risk=損失の可能性）が登場する。
いうなれば不確実は変動値である。それ故に「経営は、変動値をいかに固定値に変えるか
への挑戦」（注６）と定義できるのである。人々は、また企業はいろいろな理論や手法を生み
出しこの不確実性である変動値を確実性である固定値に変えてきた。これが「リスク・マ
ネジメントの実行」である。
人や組織における全ての活動において、リスクというものは常に存在する。このため、
ほとんどあらゆる分野の活動において、リスクに対し何らかの処理が暗黙のうちに行われ
ている。（注７）Riskの語源はラテン系の古語Riscare＜リズィカーレ＞に由来するといわれる。
このラテン系の古語Riscareからイタリア語Rischioになった。ラテン系Riscareそのものは
語源不詳で意味は「run into danger」、つまり「危険に飛び込む」と解釈されている。現
在での「勇気を持って試みる」という意味で使用されている。リスクマネジメントの怠慢
はビジネスや企業全体を失う最大の要因となる。
「リスク」は、本来的意味では「発生の予測される危機」であり、「クライシス（crisis）」
の「発生した危機状態」とは、用語上も異なる。つまり、次の事例が二つの用語（概念）
の明確な差異をあらわしている。
「日本が核攻撃を受けるかもしれない」（「Riskリスク」）―その対応（Risk Management）
「日本が核攻撃を受けて混乱している状態」（「Crisisクライシス」）―その対応（Crisis
Management）
「関東地方に震度７の地震があるかもしれない」（「Riskリスク」）―その対応（Risk
Management）
「関東地方に震度７の地震があった」（「Crisisクライシス」）―その対応（Crisis
Management）
これらの意味から、「クライシス・マネジメント」が＜緊急事態対応処置＞であるのに
対して「リスク・マネジメント」は＜予防処置＞（ドラッガー的表現では「未来への挑戦」）
の概念であることが明白であろう。
次にリスクに対応するリターンの問題―企業にとってリスク（Risk）はマイナスイメー
ジを強く有する。だが、企業が成長のために戦略を遂行するためにはある程度のリスクを
覚悟しなければならない。換言すれば、リスクをとらない限りリターンが得られず自らの
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図表2　チャンスとリスクのマネジメント
? ? ?
?
成長は期待できないのである。リスクとリターンは表裏一体にあり企業はリスクと向き合
う企業活動であり、事業展開である。そこで重要となってくるのはリスクの管理とリスク
の内容の正確なる把握である。上述したようにリスクとリターンは表裏一体にあるため、
すべてのリスクを回避し続けることは企業が中長期的に存続・発展する上でリスク回避を
することがリスクとなる。そこで求められるのは適正なリスクマネジメント体制の構築で
ある。リスクを保有し、チャンスへ転換させることによって、損失を極小化させ、収益を
最大化するリスク戦略をとることで企業価値の向上につながることとなる。
そのようなリスクの源泉は「自然や環境の変化と人間との係わり」にあり、「意思決定
の拙劣や決断の失敗」にあると考えられ、それは何らかの決定要因（determinant）の欠
如ともいえる。その決定要因は、①管理の欠如（lack of control）、②情報の欠如（lack
of information）、③時間の欠如（lack of time）、④感性の欠如（lack of sensibility）、⑤
人格の欠如（lack of character）、である。（注８）
企業はそれらのリスクに発展する欠如した部分に対して、どのように対処するのかが課
題である。グローバル化に伴い、今まで以上に予想外の結果や想定されていなかった問題
が発生する可能性が高くなっている。それらのリスクに対する対処策が適切な対応でなけ
れば状況は悪化する一方となる。その一方で、企業はリスクを負わなければリターンを得
ることは可能ではないため、発生するリスクを予測し、それらのリスクを定量化しなけれ
ばならない。リスクを利益につなげる様にコントロールできるリーダーの存在が必要不可
欠である。
そのような環境において、企業はリスク管理をする部署の設置やCROの存在が必要不
可欠となってきている。組織全体のリスクを経営トップのみで把握することは非常に困難
であり、それらのリスクを適切に処理できる部署の設置が求められる。
また、リーダーのみならず組織内全体で常にリスクを意識し、それらの情報が組織内で
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共有でき管理ができる組織構築が望まれる。情報技術が発展する中で、そのような情報技
術を利用することで逐次、報告・連絡等がスムーズとなる。しかし、情報技術の利用のみ
によってそれらの情報を共有することは困難なため、各従業員がリスク意識を持たなけれ
ばならない。また、問題とならなかった些細なリスクであっても報告し共有することが重
要である。そのような些細なリスクが重大なリスクに発生する可能性があるためである。
そのような様々なリスクの発生に対して柔軟にリスク対応ができ、リスクの対応への学習
ができる組織作りが重要である。
リスクは純粋リスクと投機リスクの2種類に分類される。企業が成長するために重要と
なるのは投機リスクのコントロールにある。企業が企業価値を高める上で、M&Aや新規
事業への参入、新製品開発などは不確実性の環境の中で不可欠であるがそれは常にリスク
が伴うものであり、それらのリスクの処理が課題となる。
経営者は予測、計画、戦略を立て意思決定を行うがそれらの意思決定が常に予定通りに
行くものではない。それらの想定した予測や計画、戦略をその時々の状況や環境変化など
さまざまな要因やリスクの発生に対し、柔軟な対応をして軌道修正させながら成功へと導
いていかなければならない。
それらのリスクに対し戦略的な意思決定として、リスクマネジメントをする場合、リス
クだけではなくリターンの予測をし、評価することが必要である。リスクといっても、過
去に発生したことのあるリスク、将来発生する可能性のあるリスク、その中でも発生する
可能性の高いリスク、低いリスクとある。それらのリスクを洗い出し、そのリスクを評価
することが必要となる。そして、そのリスクを定量化することである。そのリスクが発生
したときに影響するコストを算出し、リスクが起こる確率の計算をすることによって得ら
れる収益と被る損失の対比をすることができる。そして、このリスクを定量化するときに
リスクを過小評価し、リターンを過大評価してはならない。リスクが発生した場合におけ
る最悪の状況を想定してリスクを定量化しなければ、そのリスク発生時の対処が困難とな
ってしまうためである。次に、リスク軽減のアクションプランを立てる。特定されたリス
クを検討し、回避・軽減する戦略を立てマネジメントシステムを考案する。この戦略を計
画するとき、膨大な情報分析が必要であり、そのリスク対策をしなければならない。そし
て、上向きの可能性を特定する。それらのリスクに対して、マイナスの力をプラスに転じ
る方法を考えることが重要である。さらに、リスクマップを作り、可視化し、優先順位を
つける。これまでのリスクの発生可能性や損害の可能性の情報を元にリスクマップを作成
し可視化させることでリスク対策へのプランが明確となる。最後に、投資判断を調整する
ことである。各リスクに対しての投資判断がリスクマネジメントにおいて最も重要となる。
これまでの情報をもとに投資判断をしなければならない。（注９）
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図表3　企業におけるリスクとハザード
出所:　亀井利明　『危機管理とリスクマネジメント－改訂増補版－』同文舘出版社 1997年 p.39
（２）企業におけるリスクマネジメントの実践
企業が継続的に存続していく上で倒産や破産、衰退などのリスクは確実に企業のリスク
として存在し続ける。その様な倒産、破産、衰退などといった重大なリスクに対して、今
日ではコンプライアンス違反や従業員の不正や不祥事といったものが第一に上げられるこ
とが多いだろう。しかし、そのような法令上に関するリスクというものは企業にとって当
然遵守すべきものであり、低次元のリスクマネジメントである。企業にとってそのような
リスクを防ぐことは当然の義務であり責任である。そのようなリスクマネジメントは保険
的なリスクマネジメントであり、企業を守るためのリスクマネジメントとしてとらえる事
ができる。しかし、企業にとって必要となるのは成長・企業価値の向上のためにとる投機
的リスクを戦略的なリスクマネジメントとしてとらえ、「守り」のリスクマネジメントか
ら「攻め」のリスクマネジメントに変換していくことである。
企業には様々なリスクがある。自然災害などのリスクは当然あるが、企業に関わるリス
クとして、全般危険、生産危険、販売危険、財務危険、労務危険などがあげられる。それ
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らの危険は、経営内部で起こる可能性も、経営外部で起こる可能性も秘めている。したが
って、経営者は企業内部だけのリスクを考えていくだけでなく、企業外部のリスクも共に
考えていかなければならない。それらのリスクをリストアップし、リスクへの対応が迅速
にできるように対策をとることが重要である。それは、戦略的リスクマネジメントにおい
て、その戦略遂行に関わる意思決定が成功する可能性が高くてもそれは予測の範囲内にす
ぎず、リスクとは常に変化し不確実であり、予測した範囲外の損害が生じる可能性がある
ため、「攻守」のバランスが取れたリスクマネジメントの構築が求められる。
企業は図表3に表されるようなリスクへの対策を行いながら、持続的に収益を上げ、存
続し、継続的に成長をしていかなければ、企業は成長が止まり衰退し倒産への道を歩むこ
ととなる。企業が持続的に成長していくためには企業の防衛上および戦略上、各種のリス
クに対する処理を積極的、適切に対応していかなければならない。そのためにもマーケテ
ィング戦略、事業転換戦略、多角化戦略、M&A戦略、海外進出戦略、経営革新戦略など
の成長戦略と共にリスクマネジメント戦略を実行していかなければならない。それらの各
リスクに対してすべてをまとめて一度に対応するのではなく、重要なリスクに対して優先
順位を付けながら1つずつスピーディに対処していかなければ、別のリスクが発生した時
に対応が遅れよりリスクが拡大しかねない。
企業にとって重要なのは存続と成長である。したがって、成長戦略にともなうリスク戦
略に企業の命運がかかっているといっても過言ではないであろう。リスクに対して適正な
計量化を行い数値化することによって、そのリスクがリターンへと繋がるプロセスを想定
しやすくなり、リスク戦略がスムーズに行うことが可能となる。
（３）リスクマネジメントの形態と実践
企業における競争が激しくなっている中、リスクマネジメントを行っていく上で必要と
なってくるのは単に保険的なリスクマネジメントだけでなく、企業の持続的成長や企業価
値の向上させるための戦略的なリスクマネジメントが重要となっている。
企業が存続するためには、価値を創造していかなければならない。経営トップは常に組
織全体の情報を把握し、対応していかなければならない。特にリスク情報については確実
に把握しておく必要がある。リスクは収益を生む源泉であるが反面、適切なリスク管理を
していないと収益以上に損失を生み出してしまう。また、リスクに対して収益を生み出す
からといって、ハイリスクを負い収益に対する期待値を過剰評価することはそのリスクが
収益に結びつかなかったときの損害は膨大なものとなってしまう。そのため、高いリター
ンを得るためには、それなりのリスクが背景にあることをよく理解し、リスクとリターン
のバランスをとりながらリスクを取っていかなければならない。そのような環境下におい
て経営者は戦略上、発生するリスクをコントロールし、リスクの最小化を図るとともにリ
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図表4　リスクマネジメントサイクル
リスクの発見
組織全体での共有
リスクコミュニケーション
リスクの分析
リスクの処理 リスクの評価
ターンを最大化することが重要である。
それらのリスクマネジメントを遂行するためのプロセスとして、第一にリスクの発見・
特定をすることが重要である。リスクがどこで、どのような形で発生するかを認識してお
かなければその後の対応が困難となってしまう。第二にそれらの発見したリスクを分析す
ることである。それらのリスクが発生する過程を分析することでそれらのリスクが収益と
なるのか損害となるのかを探ることが重要となる。第三にそのリスクを評価し計量化する
ことである。それによって発生したときの影響力が把握可能となりリスク対応の優先順位
の決定をすることができる。それらの測定したリスクをリスクマップにしておくことでリ
スク処理に有効活用することが可能となる。それらのリスクの処理の手段としてはリス
ク・コントロールとして、予防、軽減、分散、回避、リスク・ファイナンスとして保有、
移転、転嫁があげられる。それらのリスクに対するマニュアルを作成し瞬時に判断できる
組織環境を整えておく必要がある。特に重要となるのは経営トップだけがそれらのリスク
に対する対策マニュアルを把握しているのではなく組織全体でリスクコミュニケーション
をとらせることで共有させることが必要となる。
このようなリスクマネジメント対策をとったとしてもすべてのリスクをコントロールし、
回避することは不可能であるため、リスク発生時及び発生後のリスク対策、クライシスマ
ネジメントへの対策も必要である。
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リスク＝損失の可能性、
RM目的＝損失の最小化
狭義、リスクがもたらすマイナスの側面に注目
RM手段
　ロスの回避、軽減＝リスク・コントロール
　ロスの移転・保有＝リスク・ファイナンス
伝統的BRM
現代的BRM
リスク＝損失とチャンスの双方の可能性
RM目的＝ロスの最小化とチャンスの最大化（リスクの最
　　　　　適化）による企業価値の向上への貢献
広義、より包括的でリスクがもたらすプラス面にも注目
RM手段
　ロスの最小化＝　リスク・コントロール
　　　　　　　　　リスク・ファイナンス
　チャンスの最大化＝企業目標、内部統制と連動した戦略
　　　　　　　　　　的リスク負担による企業価値の向上
図表5　伝統的BRMと現代的BRMにおけるリスクとRMの目的
出所：上田和男『企業価値創造型リスクマネジメント（第4版）－その概念と事例－』
　　　　　　　白桃書房　2007年　p.35
図表5の様に従来の伝統的BRMの目的はリスクが企業に与える損失を最小化させ、企業
倒産の防止を図ることであった。しかし現代企業のBRMの目的はリスクが企業価値にも
たらすマイナス影響を最小化させるとともに、リスクの中に存在する企業価値向上につな
がる好機・チャンスあるいはプラス影響を最大化し、最終的には企業価値の向上を促進す
ることにある。（注10）そのようなリスクの最適化を図ることが現代企業に求められるリスク
マネジメントである。ビジネス環境は常に変化しているためリスクもそれに合わせて変化
している。過去及び現在のリスクを適切に分析し、将来発生する可能性があるリスクを最
適化させることが企業価値を高めるうえで重要な対策となる。
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Ⅲ．成長リスクと戦略的リスクマネジメントの多様性
（１）経営戦略策定におけるリスクマネジメント
事前に備えることができる主な戦略リスクは7つある。①プロジェクトの失敗、②顧客
離れ、③業界の分岐点、④強力なライバル企業の出現、⑤ブランド力の喪失、⑥業界全体
の低迷、⑦成長の停滞である。（注11）
第1のプロジェクトの失敗への対策として、まず現実主義とデータを柱に過剰に楽観視
する傾向を克服し、真のオッズを注意深くはじき出すことが重要である。（注12）リスクの評
価が甘くなることはその後に発生する可能性のある不確実性への対応が困難なものになっ
てしまう。その不確実性がリスクとなって発生したことによって大きな損害を被る可能性
が高くなってしまう。プロジェクトに必要な情報とデータを精緻に分析しどの程度の投資
でどの程度の利益を生むのか、突発的なトラブルが起きたとき、どのような対応が必要で
あるか等といった対策を考えておかなければならない。したがって、様々な情報とデータ
分析によって最もよい選択ができるようにしていくことがリスクマネジメントを行う上で
重要となってくる。
第2の顧客離れに対する対策として、顧客に関する「継続的な専有情報」を集め活用す
ることが、顧客リスクを妥当する最善の対抗策となる。つまり、他社が知らない顧客情報
を知る方法を考え出し、その知識を収益性の高い顧客を生涯繋ぎとめておくために役立て
る。（注13）それによって、顧客の趣味や趣向などといった情報を得ることで、他社とは違っ
た製品開発や戦略、顧客が求める製品情報を得ることが可能となり、顧客との関係を継続
的に保つことが可能となる。
第3の業界の分岐点への対策としては、その分岐点が訪れたときにそれらの双方に投資、
「ダブル・ベット」をすることでリスクの分散をすることである。それによって、一方が
失敗したとしても、もう一方によってカバーすることが可能となる。例としては、DVD
規格のHD-DVDやブルーレイディスクの規格競争、既存分野のみの商品だけではなく他分
野への投資が挙げられる。しかし、ダブル・ベットにはリスクが存在する。第一に投資す
るための資産の問題である。2つのものに投資するということは1つのものに投資するのと
異なり、より多くの投資額が必要となる。第二に2つに投資したとしても、一方が必ず成
功するとは限らず、両方ともに失敗する可能性である。
第4の強力なライバルの出現への対策として、そのライバルと同じ方法で戦うとなると
勝てる見込みは薄い、しかし新たな土俵を創造することが生き残るための手段となる。ま
た、そのような新たなライバルが出現する以前にそのようなリスクを早期に察知できる感
度を持ち、他社に対抗するだけの手段をとっておくことも重要である。
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第5のブランド力の喪失には、ブランドの崩壊（急激かつ明快）とブランド衰退（ゆっ
くりと分かりにくいが、犠牲は大きい）がある。（注14）ブランドの崩壊とは不正や不祥事に
よる急激な企業価値の低下であり、例として、雪印や船場吉兆など不正・不祥事が起きる
というリスクへの事前対策とその後のリスクへの事後対応の双方の失敗によって倒産する
ケースなどがあげられる。その反面、ブランドの衰退とは不正・不祥事が発生したことに
よってではなく、徐々に低下していくものであるため、すぐに発見しにくいものである。
例として、ソニーは1980年代から90年代にかけて、ウォークマンやプレイステーションな
どエレクトロニクス製品においてのイノベーションはナンバーワンといっても過言ではな
かった。しかし、昨今のソニーのイメージはそのような過去の時代のイメージが薄れつつ
ある。そのようなブランドイメージの低下は信用とともに消費意欲に直接関わってくるた
め最終的に企業の衰退に結びつくこととなる。
第6の業界全体の低迷への対策としては経営者にとっては厳しい選択肢となる。競争と
協力、提携に対する考え方を根本的に問い直さなければならないからだ。（注15）業界内の製
品が飽和状態となり競争が困難となった場合、今までライバル関係にあった企業との提携
や他分野の企業とのコラボレーションによって新たな製品を生み出すことが必要となる。
例えば、液晶テレビの液晶パネルの共同開発や自動車のハイブリット化や電気自動車の研
究開発など1社においては莫大な研究開発費が必要となり、製品開発が困難なものに関し
て研究を共同で行い製品開発をすることによって、新たな製品を創造し研究開発費に掛か
る過剰な投資を分散させ、極力少ない投資によって利益を生み出すことが重要である。
第7の成長の低迷に対しての対策として、その「停滞リスク」が最初に姿を現した時点
ではそれほど深刻だとは思えない、もしくは気づかない場合がある。まだ利益はあがって
いて、配当金も出せるような状態であり、市場シェアも高い水準にある。このように成長
の低迷というのは急激に訪れることはなく、表面的には取り立てて変わったところはない
様に見えるものである。（注16）したがって、停滞リスクに対しては、常に企業の成長の停滞
を意識した経営をしていかなければならない。その停滞は永続的に続くわけではなく、次
第に衰退期に入り、成長が完全に停まってしまう。そのように成長が低迷してからの対応
となってしまっては手遅れとなってしまう。
このような戦略リスクマネジメントシステムは防御だけのための手段ではない。最大の
成長機会を見出すとてつもなく効果的な手段でもあり、最大のリスクが最大の成長機会を
もたらすことも多い。精巧な感度の高い戦略リスク・レーダーが有れば、ブランドの衰退、
顧客の変化、構造変化リスク、業界全体のマージン崩壊の兆候を迅速に捕らえることがで
きる。（注17）「ピンチとチャンス」、「リスクとリターン」をバランスよくコントロールするこ
とによってピンチやリスクの軽減、回避とともにチャンスとリターンの拡大が可能となる。
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図表6　リスクとリターンのバランス
ハイリスク
　ローリターン型
ハイリスク
　ハイリターン型
ローリスク
　ローリターン型
ローリスク
　ハイリターン型
（２）経営者リスクと意思決定の課題
企業を取り巻く多様なリスク環境の中でリスクに挑戦するということは未来に関わるリ
スクを保有するということで戦略リスクマネジメントである。企業の経営者はそれらの戦
略に対応するためには、外部経営能力と内部経営能力を持たなければならない。
経営者が経営戦略上の意思決定によって企業が成長するのか衰退するのか大きく左右す
る。企業行動としてリスクを避けることによって現状維持、もしくはリスクを負うが新製
品開発、新市場の開拓、事業からの撤退などといった戦略上のリスク行動をとるか、とい
ったリスク戦略を立てなければならない。しかし、どの様な経営行動をとったとしても必
ずリスクに直面する。リスクを避けようとすることはそのチャンスの芽を潰す事になる。
経営者が判断しなければならない戦略には、新製品の開発、市場への参入、顧客の獲得、
企業の買収などの外部に対する戦略と業務の改善、ITシステムの整備、製造ライン等の
合理化・簡略化など内部の戦略とに分けられる。これらの戦略を実行するときにそのリス
クを計量化することが求められる。新製品開発や市場参入などといった外部に対する戦略
は成功すれば大きな収益を生み出すが、失敗した時のリスクは非常に高いといえ、ハイリ
スク・ハイリターン型の戦略といえる。その反面、業務の改善やITシステムの整備など
といった内部での戦略は成功時に大きな収益を生み出すことは可能とはならないが、継続
的な改善を行っていくことで長期的な収益に影響する。また、失敗した場合でも外部への
戦略と違い改善前に戻すことも可能でありリスクは低いといえローリスク・ローリターン
型の戦略である。それらの戦略に対して成功する確率、失敗する確率を割り出すことでリ
スクの高低やリターンの高低を計ることが重要であり、選択した戦略に対しより成功率を
高めるためにも、その選択した戦略の中でさらにリスクを回避・軽減するための行動を継
続して成功率を高めそれらのリスクをリターンにつなげていくことが重要である。したが
って、経営者は損害（loss）と収益（gain）のバランスを考えた意思決定をなさなければ
ならない。
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経営者は不確実性のレベルごとに選択すべき戦略を明らかにし、迅速に対応していかな
ければならない。しかし、急いで目的を明確にする必要もない。それほど明確に定められ
た目的ならば行動すべきことも決まっており、データを解析して考える必要などないはず
である。むしろ、何のためにデータを可視化するかという目的そのものを長時間かけて精
緻化することも、死活を決するビジネスの大切なステップである。（注18）
また、企業の経営者たちはリスクを積極的に引き受ける「リスクテイカー（risk taker）
ではなく、リスクを飼い慣らす「リスクシェイパー（risk shaper:リスクの手綱さばきの
上手な組織）」となることが求められる。（注19）リスクを単に引き受けることは簡単であるが、
それが確実にリターンを生み出すとは限らないため経営者はそれらのリスクをうまく扱う
ことによってリスクを回避、軽減、変換させて収益を生み出すことが経営者の役割である。
そして、経営者はリスクに対する感性を持っていなければならない。経営者がリスクに
対する判断によって企業は大きく左右されるため、チャンスとなるリスクをコントロール
することによってそれを収益に変えることができる経営者能力が必要となる。企業が成長
するために先を見据えた新規事業への参入や新製品の開発などといったリスクの保有をリ
スクの拡大ではなくチャンスの拡大へと変換させるリスク感性を働かせた経営を行わなけ
ればならない。そのようなリスクコントロールは経営者の決断力や意思決定能力が問われ
ることとなる。
また、経営者に関わるリスクには経営者自身の能力的なリスクや人格・性格的なリスク
及び人的・身体的リスクが上げられる。能力的なリスクとはその名の通り経営者としての
知識、経験の不足などによる能力の欠如などが挙げられる。人格的・性格的なリスクとは
経営者の人間的な性格、独裁的性格、放漫的性格などが挙げられる。人的・身体的リスク
としては、経営者の死亡や疾病による経営に及ぼす影響などがある。
さらに、経営者に求められるのは、危機に陥ったときの組織をまとめるリーダーシップ
である。どんなにリスクを避けようとしても完全に避けることは不可能である。したがっ
て、経営者がリーダーシップを発揮し組織をまとめ上げ、進むべき方向性を明確にしてい
かなければならない。
（３）成長リスクと企業価値の関連
企業は成長リスクに常に挑戦していかなければならない。成長リスクは企業が存続する
以上、避けて通ることのできないリスクである。企業は特定の分野への資産の投入を行な
い「選択と集中」としてリスクテイクをするか、多角化し、資産を分散させることによっ
て、リスクを分散させるなどといったリスクをコントロールする必要がある。したがって、
そのリスクが生じることによって発生するリスク価値を測定して、企業価値に反映させる
ことが求められる。
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そしてそのリスクをどのように負担していくかが課題である。成長過程において発生す
るリスクを保有することによって収益を生むのか、そのリスクを拡張していくことによっ
て損害が発生するのか、そのリスク処理をどのようにしていくかが企業価値に大きく関わ
ってくるといえる。
したがって、企業が成長してく過程で、戦略的なリスクの保有に対して、積極的に保有
することはリスクをリターンに変換させることで大きな成長を遂げる可能性もあるが、そ
れらのリスクが発生することによって大きな損失を被る可能性もある。また、慎重な態度
をとることによって、現状維持という立場をとることも可能かもしれないが、リターンを
得るチャンスのタイミングを逃すというリスクを負う。また、リスクの保有に関して消極
的もしくは保有しないという場合もやはりチャンスを逃し企業の成長の後退、破産への道
を進むこととなるであろう。したがって、どのような企業であってもリスクをとりながら
経営の舵を取っていかなければならないため、経営者は常に戦略的リスクに対しては常に
把握しておかなければならない。また、経営環境の変化が企業にとって脅威であり機会で
あるので、その変化のタイミングを見逃すことがないように経営者は環境の変化に敏感で
いることが重要である。
また、企業が成長する過程においては新たな事業への参入など、初めてのことであった
り、不確実なこと、まだ明白でないことなどの新たな戦略をとる必要があるが、それらの
戦略の見通しを明らかにしていくことが企業を成長させる上で重要なことである。しかし、
そのような新規事業への参入などは仮説やこれまでの経験からの想定によって事業を行う
こととなるため、計画とは大幅な差異が生じる可能性が高く成功することばかりではない。
その差異を軌道修正し、成功へ導くことがリスク・コントロールに求められる。それらは
経営者に求められる重要な課題である。それらの計画は仮定される不確実性の洗い出しを
行うことによって、不確実性を最小限化、回避が可能となる。しかし、その仮定されるで
あろう不確実性の情報が足りないなどによって、誤った計画を立て、実行することは大き
なリスクを伴うことになりかねない。したがって、不確実性の洗い出しは精緻に洗い出さ
なければならない。（注22）それとともに、消費者の趣味や趣向といったものの移り変わりが
非常に早くなってきているため、商品のサイクルが非常に短期間となっている。そのよう
な環境変化に対応するためにも顧客のニーズを素早く把握することが課題となる。
ニーズの変化への戦略上の対応は、次の三つに大別できる。（１）ある程度予知可能な
変化に対しては、それを見越した戦略展開の案をもつこと、（２）ニーズの変化を把握し
やすい仕組みづくりをしておくこと、（３）かなり不確実なニーズの変化に対しては、さ
まざまなありうるニーズに対応できる経営資源と組織能力を蓄積しておくこと（注20）に大別
できる。ニーズへの事前対策としては戦略的リスクマネジメントの構築、事後対策として
それらニーズの変化に柔軟なリスク対策が可能となる戦略的リスクマネジメントの確立が
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必要である。また、ニーズへの対応だけでなくニーズを新たに創造することが重要である。
競合他社も同様にニーズへの対応がなされるのであるから、他社と同様の行動をとったと
してもシェアの獲得は困難であるため、他社とは異なる自社ブランドの構築など新しい形
で製品を開発していくことが求められる。しかし、そのような新しいニーズを創造すると
いうことは企業にとってシェアの獲得によって、大きな収益をもたらすことが可能である
が顧客の情報をより分析し、顧客に求められる製品を創ることができなければその製品開
発にかかった研究開発費などが大きなリスク負担となってしまう。
企業には創業期、成長期、成熟期、衰退期というライフサイクルがある。企業が衰退期
に入る前に新たな価値を創造し競争優位を作っていかなければならない。そのために常に
リスク戦略を行っていかなければならないのは企業にとって当然のことである。しかし、
そのようなリスクマネジメント対策は事前的なリスクへの対応だけではなく、創業期や成
長期に渡って持続的、戦略的に行っていくことが重要である。そして、成熟期に入ったと
き企業防衛や倒産防止だけでなく危機に陥ったときのための事後対策が必要となってくる。
日本経済が成熟するにつれ、高度成長期のような成長機会は存在しないマクロ経済環境
のなかで、企業はリスクテイクをしながら成長分野をいち早く見つけて投資していく必要
が生じている。こうした状況の下で、変革の遅れた企業では、新規事業への進出や大胆な
事業リストラの遅れが生じ、リスクテイクが十分に行われず、成長機会を逃している可能
性がある。（注21）
Ⅳ．戦略組織設計とリスクマネジメント策定
（１）組織変革プロセスとリスクマネジメント
不確実性が増している環境で、企業が成長していく過程において、これまでの組織を維
持するのではなく改善し効率的な組織設計を行い企業戦略にあった組織構造の設計をして
いかなければならない。特に企業規模の拡大にともない組織の官僚化や硬直化が進み、意
思決定のスピードが遅くなり、環境変化への対応が不十分になるという問題が発生する。
そのような組織では競争の激化、企業環境の複雑化、環境変化の急速化、企業のグローバ
ル化など企業の内部環境や外部環境の急速な変化に企業は迅速に環境の変化へ対応しきれ
ない。しかし、そのような環境の中で企業は戦略にあった組織設計とともに環境に柔軟に
対応できる組織変革をしていかなければならない。また、その変革は属する産業界の将来
も見据えた視点に基づいて遂行されるべきものである。
組織変革の中で重要となってくるのは組織内でのコミュニケーションである。ピラミッ
ド型の組織構造となっていると底辺の従業員からの情報がトップに至るまでに時間がかか
るとともに、場合によってはトップまで情報が流れず途中で止まってしまう、情報の隠蔽、
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情報の改変によって誤った情報が伝えられるなどといった可能性があるため、情報の流れ
が効率的な組織構造をできる限り構築し組織構造をフラット化させる必要がある。特に情
報の流れは情報技術をうまく活用して柔軟な情報伝達が可能となるネットワークを構築す
ることが重要である。そして、それらのリスク情報を組織全体で共有し、常に改善するこ
とによって新たなリスクを生むことを減少させることができる。また、組織内においてそ
れらのリスクに対し組織学習できるような組織設計が重要である。
また、組織変革で重要となってくるのはリスクを取ることを避け、保守的な組織となっ
てしまっては企業成長が望めない。そのためにもリスクをとることが可能となるようなイ
ンセンティブの仕組みを作り出し、組織全体で共有することが必要である。そしてリスク
挑戦に対して失敗を許す組織風土の形成が必要である。失敗を許す組織でないとリスクに
挑戦してもその失敗を隠蔽してしまいその隠蔽がリスク拡大の要因となる。
そして、企業環境の劇的な変化の中で経営者はリストラクチャリングやリエンジニアリ
ングなどの組織変革も行わなければならない時が来る。そのような組織変革がうまくいく
ことによって組織が活性化される可能性もあるが、場合によってはその変革に対応しきれ
ずに企業が衰退するリスクも抱えているともいえる。
リストラクチャリングやリエンジニアリングなどの組織変革を行ったことで、適正利潤
確保のための売上高確保と各種リスクの適正費用化が実現されなければならない。そのよ
うな企業の組織変革は、競争力の低下、成長の鈍化、市場の縮小などの段階に達したとき
に取り掛かり、不採算事業を削除する手段ではあるが、そのようなリストラクチャリング
はたとえそれがフォーカスの移行、組織階層の削減、組織調整、あるいは適正規模化など
の言葉で言い換えられていようと、例外なく人員削減という結果をもたらす。またリスト
ラクチャリングやリエンジニアリングは明日の企業展望を構築するというよりも、日々の
業務を扱う近視眼的なものでしかないため、リストラクチャリングやリエンジニアリング
の失敗は従業員の信頼を失い組織の衰退にも繋がりかねないため、リスクの拡大の要因と
なってしまう。その様な事態が発生しないためにも企業は環境変化に対する対応が十分で
なければならない。（注22）
また、企業の巨大化は組織として機動力が鈍り、各戦略に対してスピードが追いつけな
い等といった問題をかかえることとなりかねない。そのような企業の組織変革においては
事業からの撤退も戦略の一つといえる。不採算部門からの撤退は合理的な理由があるため
撤退しやすいが、採算が取れていて収益を上げている場合の撤退は非常に困難である。将
来どのような状態になるのか不確実なためそのような収益を出している部門からの前進的
撤退を行う場合、徹底的な分析が必要である。
そして、リスクマネジメント対策の本部として取締役会や監査役会とは別の部門として、
危機管理組織・リスク管理組織等のリスクマネジメント組織を設置し組織全体から情報が
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収集できる組織環境が求められる。特に内部告発などが多くなっている環境の中において、
それらの告発が外部に出る前にリスクマネジメント組織に内部通報できるようにすること
がリスクの発見に繋がるとともに、リスクの回避が可能である。また、消費者などからの
クレームがリスクマネジメント組織に集まることで、組織全体として共有が可能となる。
上から下、下から上への情報の流れがリスクを管理する上で重要となってくる。そのよう
なリスク管理部門の長としてCROを設置しリスクに対して迅速、適切な対応ができるよ
うあらゆる可能性に備えリスクマネジメント体制を構築しておかなければならない。また、
リスクが発生したときにCROが能力を発揮できなければ企業の存続が困難となってしま
うため、リスクマネージャーであるCROに求められるのはリスクに対する専門知識と組
織管理能力に加え強力なリーダーシップである。
（２）リスクマネジメントの根底～情報開示と社会的責任
今日の経済社会において、企業価値向上を生み出す継続企業のことを考えるにあったっ
ては、企業活動の経済合理性の側面だけでは足りない。その環境合理性と社会合理性も考
察しなければならない。（注23）
企業に社会的責任が求められるようになった環境下において、情報開示をすることが重
要となっている。適正な情報開示によってリスクの軽減や回避が可能となる。また、情報
開示することがリスク戦略をとるためのリスクの開示となる。それらのリスクに対する情
報開示は特に機関投資家や債権者である銀行などの企業に対して資金を提供する利害関係
者に対しての情報開示である。
また、外国人株主の増大や企業の社会的責任への関心の高まりによって、企業は経営判
断や投資判断が経済性・合理性があることを各利害関係者への説明責任がある。機関投資
家（外国人、信託銀行など）はよりリスクを取ることで、より大きなリターンを目指す主
体であり、こうした傾向がリスクの高い研究開発を増加させるという行動を企業にとらせ
ると解釈できる。一方で、借入比率はステークホルダーとしての銀行の存在感が増すこと
になり、リスクの高い研究開発を抑制することがうかがわれる。（注24）しかし、研究開発な
どのリスクを伴う企業行動は企業成長に必要なものであるため、各ステークホルダーの理
解を得るためにも適正な情報開示とその戦略プロセスの理解を得ることの重要性は高まっ
ていると考えられる。限られた経営資源と所与の企業環境の中でシェア競争や価格競争、
多角化などリスクのある行動をとるためにはそのリスクをとる合理的な理由が必要となる。
経営者はそれらのリスクをコントロールし、リスクの最適化を図らなければならない。特
に新しい分野への参入や新製品の開発など企業にとって重要な成長戦略は株価等に大きく
反映されるため適正な情報開示をするなどといった情報発信活動が戦略的情報開示として
の役割を果たす。適正な情報開示や説明責任を怠ることはリスク発生の原因となる。
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このように戦略的情報開示によって、企業の社会的信用やブランドイメージの維持、企
業価値の向上のためPR、IRなど危機発生以前にリスクコミュニケーションをとって置く
ことによってリスク発生後も最小限のロスで抑えることも可能である。もっとも、リスク
が発生した場合、その発生したリスクに対しての説明責任も適切になさなければそれまで
の情報開示が意味をなさない。
情報開示とともに説明責任は企業の当然の責務となっている。社会が企業に対し、経済
的な責任のみならず、環境や社会の問題に対しても責任を果たすことを求められるように
なり、企業がその社会的責任を果たさないと企業の存続が困難になるというリスクが発生
する。企業は社会の一員でありその社会のルールと適合するような企業行動を行わないと
社会から追い出されてしまう。（注25）そのような情報開示や説明責任は迅速な対応が求めら
れる。
また、企業にとって未来の不確実な状況における潜在的な顧客の満足を図ることによっ
て得る信頼は大きな資産になる。そのような企業行動は社会貢献といえるからである。事
前対策を行うことには費用（リスク）はかかるが、それを投資と考えて備えておくことで
リスク発生時の対応によって信頼を得ることが可能である。社会貢献することが消費者の
信頼を得ることとなり、利益を生むことが可能となる。このように日本企業が収益力を高
めていくためには、個々の企業の実情に応じ、雇用面や資金調達・株主構成面において、
リスクテイクを促進するような企業特性への移行が課題である。（注26）
（３）戦略的リスクマネジメントへの策定・展開
近年、最も問題となっている不祥事や不正は食品の不信や安全性についてである。その
ような問題に対して、企業は農産物に対してその生産者の顔が見えるような情報の開示や
その他加工品に対しても今まで以上に生産地の表示など、消費者がそのような情報に対し
て敏感になっているため適正な表示が求められている。しかし、そのような商品の安全性
に関わるリスクマネジメントが「安心感」という付加価値を消費者に与え、結果として商
品の成功機会を拡大するという点でポジティブな面とネガティブな面の両方を持つリスク
最適化の概念となって出てくる。（注27）企業にとってクライシスマネジメントに取り組む上
での最低限の条件として、適切なリスクマネジメントとリスクの最適化が重要となる。
その最も適切なクライシスマネジメントのあげられる例は、ジョンソン＆ジョンソン
（以下J&J）であろう。J&Jには「クレド（我が信条）」という経営哲学が存在する。クレ
ドで第一に優先すべき対象として挙げているのが患者（顧客）である。世界中の各地域ご
とのニーズを把握し、新製品の開発や新規事業の立ち上げなど人間の健康管理に広範に基
礎を置くという原則がJ&Jに大きなチャンスをもたらしている。第二の原則は分社分権化
経営と呼ばれるもので、これは、事業や地域ごとに子会社を置き、権限を与えることを指
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し、顧客のニーズをより深く理解するとともに、国ごとに異なる規制に対応することを可
能としている。そして、分社化にはリーダーの育成効果もある。第三の原則は長期的な視
点を持って経営することだ。長期にわたって持続的な成長をもたらしてくれる分野に研究
開発費を投じることでJ&Jは長期的な成長を遂げている。第四の原則はリーダーを育成す
ることである。優れたリーダーを育成し、そのリーダーが指揮をとることで業績向上とと
もに企業価値を高めることができるという4つの原則を守っている。
このクレドのおかげで、1982年に発生したJ&Jの鎮痛剤である「タイレノール」に毒物
が混入され、商店にばらまかれ、それを知らずに服用した消費者が死亡するという事件で、
J&Jは役員の陣頭指揮、素早い対策本部の設置、リコールの実施、マスメディアを用いた
消費者への協力の呼びかけなど、迅速な対応がなされた。このタイレノールの全品回収に
伴う売り上げの損失は1億ドルに上ったが、顧客のことを考えて勇気ある決断を下すこと
ができたのはクレドという“標識”があったからだ。結果として迅速な対応を取ったこと
が一般消費者の信頼を高めた。パッケージを変更するなどの対応を施して再び販売したタ
イレノールは、家庭用解熱鎮痛剤のシェアトップ商品に返り咲いた。
また、製薬会社であるJ&Jには、医薬品の特許が失効したら、同じ成分の価格の低い医
薬品にシェアを奪われるリスクがある。そのようなリスクに対し、J&Jでは医薬品事業の
割合は41％、残りの59％は医療機器と一般消費者向けの健康関連商品で構成することで、
医薬品以外に成長を追及できる分野を持っている。（注28）このようにJ&Jにおいてはリスクマ
ネジメントとともにクライシスマネジメントを可能とするクレドと呼ばれる経営哲学が企
業の永続性とともに企業の成長を支えているといえる。
また昨今では、日本における松下電器産業の石油ファンヒーターの対応も挙げられる。
テレビや新聞などで積極的な広告を出し、徹底的に該当したファンヒーターの回収と点検
の呼びかけがなされた。年月が経っている機械（1985年（昭和60年）から1992年（平成4
年）製のナショナルFF式石油温風機及び石油フラットラジアントヒーター）の事故であ
ったものの、長期間にわたり広告されたことによって、松下電器産業の真摯な姿勢は社会
からの信頼を損なうことがなかった。
企業にとってリスクとは必ずしも存在するものであり、いつそのリスクが発生するのか
わからない。そのためにもリスクマネジメントを行っていくことが重要であり、リスクが
発生すると仮定したリスクマネジメント（クライシスマネジメント）に取り組むことが企
業存続上重要である。
228
Ⅴ．むすびにかえて
本稿において、戦略的リスクマネジメントを中心課題として企業におけるリスクマネジ
メント策定について論じてきた。従来のリスクマネジメントは保険的なリスクマネジメン
トのイメージが強くリスクをネガティブなイメージとして捉えられてきた。特に、昨今の
企業不祥事や不正への対応はその典型であろう。しかし一方でリスクを負わなければ企業
が成長しないというのも事実である。そこではリスクをコントロールするリスクマネジメ
ントを行わなければならない。保険的なリスクマネジメントだけではなく、企業成長を可
能とする戦略的なリスクマネジメントを取り入れたバランスの取れたリスクマネジメント
が必要となる。（注29）
各リスクマネジメントを行う上で重要となってくるのは発生するであろうリスクを精緻
に洗い出し、可視化させ、それらのリスクを分析し、定量化させることによってそのリス
クへの対応を可能とすることが本当の意味でのリスクマネジメントとなる。
適切なマネジメントの下でリスクを積極的に取っていくことは、個々の企業の潜在的な
収益力を高め、経済全体の新陳代謝を活発化し、ひいてはマクロ的な成長力を高める効果
があると考えられる。かつてと比べマクロ的な成長機会が限られている現在、日本経済に
とってリスクテイクの在り方は重要性を増している。（注30）
リスクマネジメントは単に会社を守るためのものではなく、成長させるためのものでも
ある。企業は常に不確実性を有するため、その不確実性をどのように利益に結び付けてい
くかが課題である。また、そのようなリスクが必ずしも利益に結びつくとは限らず、その
発生するリスクを完全にコントロールすることも困難である。したがって、戦略的リスク
マネジメント、保険的リスクマネジメントと合わせて、クライシスマネジメントの確立が
重要となってくる。
クライシスマネジメントの前提としては、適切なリスクマネジメントを行い、適正な情
報管理と情報開示、社会的責任を果たす企業行動をとっているなど、リスク発生以前の行
動が適正であったかといった課題がある。
リスクが発生して、その場限りの危機対応では顧客の信頼を得ることはできない。その
リスク発生までの過程が重要であり、リスクマネジメントが適正に行われていたことが必
要となる。クライシスマネジメントはリスクマネジメントが機能していたという前提のも
とに機能するものでありクライシスマネジメントのみではリスク管理としては問題となる。
また、企業におけるガバナンスが重要である。『平成20年度の年次経済財政報告書』で
以下のように述べられている。
「企業のガバナンスの特徴は、リスクテイク能力に関係しているとみられる。例えば、
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研究開発費が大きい企業や企業内ベンチャー制度を持っている企業は、機関投資家の持株
比率が高いなど、金融面で非伝統的なガバナンスの下に置かれている場合が多い。より一
般的には、長期雇用、安定株主、メインバンク依存といった企業特性はそれぞれリスクテ
イクにマイナスに寄与する可能性がある。これらを勘案すると、日本企業が積極的にリス
クを取って収益率を高めていくためには、ガバナンスの改革が有効な場合が多いと考えら
れる。」（注31）
したがって、リスクのともなう企業行動をとるためには各ステークホルダーによるガバ
ナンス機能が関係するためにリスクをとるためガバナンス改革をすると共に戦略的リスク
マネジメント、保険的リスクマネジメント、クライシスマネジメントという＜三つの危
険・危機への対策＞が三位一体として機能させることが真の意味でのリスクマネジメント
構築、リスクテイクによる企業価値向上の上で重要となると考えられる。（注32）
相次ぐ企業の不祥事、そして倒産が起きる中で、ドラッガーが指摘するがごとく、企業
の原点と新しい時代の経営管理であるリスクマネジメント（不確実性から確実性へ、変動
値から固定値へ）を経営の出発点に置くべきであろう。言い換えれば、日本の経営はこの
大きな転換期において企業の原点（固定値）をもう一度確認する必要に迫られているとい
えよう。その意味でも「リスクマネジメント」は、経営の原点を絶好の思考様式なのであ
る。（注33）
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